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事業の目的

木造軸組工法の仕様規定では、一定の壁高さや壁幅を想定し、壁倍率や仕口部
（柱頭柱脚接合部）の規定が定められている。
また、地震や風圧力に耐えるためにバランスよく耐力壁を設ける基準があり
耐力壁の強さには上限（壁倍率の上限５倍）が定められている。

一方、令和４年６月に公布された改正建築基準法による高さ規定の緩和により
今後は階高の高い木造建築物が想定され、仕様規定で設計できる壁高さや壁幅
と壁倍率の関係、仕口（柱頭柱脚接合部）に関する規定を整備する必要がある。
また、住宅の省エネ化等に伴う建築物の重量化により、５倍を超える高耐力壁や
準耐力壁等について仕様規定へ追加することが求められていることから、高耐力
壁等を配置する場合に構造安全性の確保のために必要となる周囲の構造部材にお
ける必要性能の検証が必要である。

本事業では、階高の高い場合や高耐力壁等を使用した場合の木造建築物において
接合部や構造部材等に必要となる性能について検討し、設計基準の整備に資する
技術的資料をまとめる。
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実施体制

（ハ）検討結果を踏まえた技術資料のとりまとめ

（イ）高階高を想定した必要性能の検証

（ロ）高耐力壁等の使用を想定した必要性能の検証

共同研究機関

国立研究開発法人建築研究所
事業者

公益財団法人日本住宅・木材技術センター

共同研究委員会・ＷＧの運営
・委員として参画
・実験の実施

委 員 ：学識経験者、研究機関
国土交通省国土技術政
策総合研究所

協力委員 ：国土交通省住宅局
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：構造設計実務者
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木造軸組工法における高階高・高耐力壁等の
設計規準の整備に関する検討委員会

全体の取りまとめや検討結果について審議を行う
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本成果報告資料の構成

木造軸組工法における高階高・高耐力等の設計規準の整備に関する検討

・実施概要

・筋交い耐力壁の静的実験に関する検討

・面材耐力壁の検討

・面材による柱座屈補剛効果の検討

・まとめ
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実施概要
木造軸組工法の階高の高い場合や高耐力壁等を使用した場合の木造建築物において

高階高を想定した必要性能の検証、高耐力壁等の使用を想定した必要性能の検証を行い
設計規準の整備に向けた検討を実施する。
学識経験者、研究機関、構造設計実務者等により構成される検討委員会の設置及び
検討WG（高階高・高耐力 耐力壁等の設計規準検討WG）を開催し、前述の検証を行い
検討結果の取りまとめを行う。 以下に本事業の検討項目を示す。

検討概要検討項目

・筋交い耐力壁の検討(１段筋交い・３段筋交い耐力壁)
・面材耐力壁の検討(構造用合板・パーティクルボード耐力壁)

高階高・高耐力壁に
関する検討

・面材が取りつく柱の座屈補剛効果を期待した場合の圧縮耐力の評価
方法の提案、弾性座屈及び塑性座屈に対する検討

面材により座屈補剛
効果の検討
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筋交い耐力壁の静的実験に関する検討



筋交い耐力壁の静的実験に関する検討
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2.1 基本方針
令和4年6月に公布された改正建築基準法による高さ規定の緩和により、今後は階高の高

い木造建築物の建設が想定され、高階高に対応した耐力壁の仕様の整備が必要である。ま
た住宅の省エネ化等に伴う建築物の重量化により、5 倍を超える高耐力について仕様規定
への追加することが求められている。
そこでR6年度は、高階高・高耐力の木造耐力壁として、1.5P（1P=910mm）の多段筋かいの
仕様を検討した。具体的には以下の実験を実施した。

①1.5Pの多段筋かいの1段を抽出した壁の静加力実験
②階高5mに対応した３段筋かいの壁の静加力実験

2.2 多段筋かいの1段を抽出した静的壁実験
2.2.1 目的

壁長1.5Pの多段筋かいの構造性能を予測することを目的として、多段筋かいの１段を抽
出した筋かい壁（以下「１段筋かい」）の静加力実験を実施した。また既往研究から、筋
かいの座屈を防止することが、構造性能の安定化につながることから、筋かいの座屈補剛
方法も併せて検討した。さらに、既往の1P多段筋かいの構造性能を１段の筋かいから予測
可能かを確認するため、1P多段筋かいの１段を抽出した筋かい壁の静加力実験を併せて実
施した。
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試験
体数

座屈補剛方法胴つなぎ
断面(mm)
スギKD

間柱断面
(mm)
スギKD

土台断面
(mm)
スギKD

桁断面
(mm)
スギKD

柱断面
(mm)
スギKD

筋かい
断面
(mm)

3段筋かい時の
内法高(mm)

壁幅
(mm)

仕
様 補剛

無
補剛
4

補剛
3

補剛
2

補剛
1

413120×12045×120120×120120×180120×18060×1501820(階高6m)

1365

①

413120×12045×120120×120120×180120×15060×1201486(階高5m)②

41111120×12045×120120×120120×180120×15045×1201320(階高4.5m)③

413120×12045×120120×120120×180120×12045×1051153(階高4m)④

11120×12045×120120×120120×180120×18060×1201820(階高6m)

910

⑤

11120×12045×120120×120120×180120×15060×1201486(階高5m)⑥

11120×12045×120120×120120×180120×15045×1201320(階高4.5m)⑦

11120×12045×120120×120120×180120×12045×1051153(階高4m)⑧

目的：
●多段筋かいの構造性能の予測を目的として
多段筋かいの１段を抽出した筋かい壁
（「１段筋かい」）の静加力実験を実施。
壁幅は1Pと1.5P。

●筋かいの座屈補剛効果の実験による確認。
１段筋かい仕様④(左：補剛無、右：補剛4)

PX-8-110×2本

構造用合板t=12両面,CN75@60

（１）多段筋かいの1段を抽出した静的壁実験
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●3段筋かいについて、筋かい高さ6m,5m,4mの仕様では壁倍率は(0.2/Ds)×Puで決定し、
4.5mの仕様では壁倍率は2/3Pmaxで決定していた。

●1段筋かいについて、筋かい高さ6mでは壁倍率は(0.2/Ds)×Puで決定し、5m,4.5m,4m
の仕様では、壁倍率は2/3Pmaxで決定していた。

●3段筋かい壁倍率は1段筋かいの75%～105%程度となった。

壁幅1Pの3段筋かいと1段筋かいの特性値の比較
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＜目的＞
高さ5m 壁幅1.365m(1.5P) 筋かい壁の構造性能の確認、
及び1段筋かいとの比較

試験
体数

柱断面
(mm)

筋かい断面
(mm)

壁⾧さ
(mm)

高さ
(mm)

1120×15060×12013654698

（２）高さ5mの1.5P 3段筋かい壁の静加力実験
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筋かい交差部：
2-PX8（L=110mm）

＜試験体仕様＞
柱・梁、土台、筋かい：スギE70
筋かい交差部：2-PX8-110mmで補強（補剛1）
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26.427.78Py

18.517.84(0.2/Ds)*Pu

31.932.92/3Pmax

18.418.4P(1/120)

18.418.9Pa

6.97.1壁倍率

21試験体数

< 1段筋かいと3段筋かいの比較（1.5P）>
1段筋かいの結果は包絡線、特性値共に3段筋かい
とよく一致

水平変位285mm時 (1/16.4 rad)

●下段圧縮筋かいの面外へのはらみだしによる折損

●下段圧縮筋かいの折損に引きずられるような引張
筋かいの折損

<試験結果の破壊性状>
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面材耐力壁の検討
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木造軸組工法における階高の高い高耐力の耐力壁に対して、日本住宅・木材技
術センター「木造軸組工法中大規模建築物の許容応力度設計（2024年版）」（中
大規模グレー本）及び文部科学省「JIS A 3301を用いた木造校舎に関する技術資
料」（学校JIS）に示されている各部の仕様規定が適用できることの確認を行う。
検討対象とする面材大壁の試験体図を以下に示す。
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出典〈木造軸組工法 中大規模木造建築物の構造計算の手引き
（許容応力度設計編）〉

出典〈JIS A 3301を用いた木造校舎に関する技術資料〉

・面材大壁の釘配列は詳細計算法により、壁倍率が7倍程度以上となるような配列で設計
・釘間隔は中大規模グレー本の配置ルール(ΔPv<1.5kNの場合：@50以上)に従う。

→①構造用合板12mm+N50@50 ②パーティクルボード9m+CN50@50 ※軸材はオウシュウアカマツ
・柱頭柱脚部のほぞの仕様は中大規模グレー本に従う。(試験はタイロッド式のため引張金物なし)
・間柱・中桟端部接合仕様は学校JISに従う。

ただし、N75斜め釘打ち→ビス(直径6mm、長さ110mm)斜め打ちに変更

Ｂ：15mm大入れ
+ビス斜め打ち

Ｃ：30×120(D=50)
ほぞ差し+
ビス斜め打ち

Ｂ

Ｃ

Ａ：30×85以上
(D=90以上)
ほぞ差し

【各部の仕様規定】

7倍超

面材
大壁
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出典〈日本建築学会：鋼構造座屈設計指針〉

階高が高い場合、柱の座屈検定が厳しくなる。従来は一様な圧縮力を受けるものとし
て断面検定を行う。面材大壁の場合、釘のせん断力が柱の軸力となるため、圧縮力は
連続的に変化する。日本建築学会「鋼構造座屈設計指針」に示されている変軸力圧縮
材の座屈長さlkの算定式を用いて、座屈耐力の合理化を図る

2 11 0.88 /

1.88k

N N
l l




柱頭の軸力N2=0とすると、

0.73kl l 

【柱の座屈長さの合理化】

T C

釘のせん断応力の累積で柱に軸力が作用

l

N2=0

N1
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―：H3PW
―：H4PW
- -：H4PWC
―：H5PW
―：H6PW

―：H3PB
―：H4PB
―：H5PB
―：H6PB

※CN50@75千鳥配置仕様
（その他はN50@50）

※

・荷重―変形角関係のおいて、最大耐力到達時までは各仕様で概ね一致している。
・構造用合板仕様の高さ2.73m（H3PW）のみ塑性率が小さい
・高さ3mを超える高階高の耐力壁において、本仕様の実験結果はいずれも壁倍率換算で7倍程度以上

＜構造用合板仕様＞ ＜パーティクルボード仕様＞

倍率Pa0.2Pu√(2μ-1)2/3PmaxP150Py
－kNkNkNkNkN
4.817.417.431.431.125.5H3PW-1
4.917.617.633.332.127.8H3PW-2
7.828.135.233.632.528.1H4PW
10.838.643.746.541.738.6H4PWC※

7.426.434.232.533.326.4H5PW
7.527.132.433.133.527.1H6PW
6.824.624.636.439.732.1H3PB
10.136.743.740.345.636.2H4PB
7.727.727.739.745.536.7H5PB
7.928.428.440.943.634.9H6PB

※参考

【実験結果】
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・破壊性状として構造用合板仕様では釘の破断、パーティクルボード仕様では
釘の破断に加え、面材の座屈を伴うせん断破壊が目立っていた。

・柱の座屈は確認されず、面材大壁の座屈長さは鋼構造座屈設計指針に準じても
よさそうである。

H6PB

H6PW

釘の破断試験後全景

試験後全景 面材の座屈とせん断破壊 柱脚のめり込み

面材のずれ

【実験結果】
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面材による座屈補剛効果の検討
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• 「ZEH水準等の建築物における柱小径基準」の検討において、柱の小径を算定するに
あたっては材料強度等を反映する形で柱小径を精査することが可能である。

• 本検討では、さらなる緩和の可能性として面材の座屈補剛効果に期待した場合に柱
小径に対してどの程度の効果があるかを明らかにする。(柱が正角材で収まる可能性
の検討)

• 柱の細長比がλ=100以上となる範囲で1方向のみに面材が取り付く場合を対象とする。
対象とする荷重は長期荷重の鉛直荷重とする。対象とする柱は、1方向のみに耐力壁
が取り合うものとする。

• 面材の補剛効果は、釘のせん断性能に期待するため地震後の鉛直荷重の支持能力は
柱単体の短期で対応するものとして、面材による補剛効果の上限は1.8倍とする。
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■検討手法

• 解析は非線形解析（幾何非線形を考慮）とする。

• 解析プログラムはMidas FEANXを用いる。

• 面材の両端に柱を配置して柱芯間隔は910mmとする。

• 面材および柱材はソリッド要素として要素の高さ方向は
25mmピッチを基本形とする。各種要素は弾性とする。

• 釘のせん断性能は、N50およびCN50の釘パラメータをバイ
リニアモデルとして考慮する。

• 面材は大壁として、基本的には告示仕様のものを用いる。

• 面材付きの座屈荷重／柱単体の座屈荷重(オイラー座屈)を
面材による増大率として定義する。

解析モデル図



面材による座屈補剛効果の検討
令和６年度

建築基準整備促進事業成果報告会
Ｓ４１. 木造軸組工法における高階高

高耐力壁等の設計基準の整備に関する検討

■解析パラメータ

• 柱断面

• 柱ヤング係数

• 柱高さ(細長比)

• 面材仕様

柱断面 ヤング係数 柱高さ 細⾧比

3000 99 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 115 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 148 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3000 99 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 115 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 148 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3000 99 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 115 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 148 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 101 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 130 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

5500 159 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 101 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 130 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

5500 159 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

3500 101 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 130 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

5500 159 柱単体 2.5 3.7 5.0 7.0

120

E50

E70

E95

壁倍率

E50

E70

E95

105

壁倍率2.5倍（構造用合板 片面 釘ピッチ N50@150）
壁倍率3.7倍（構造用合板 片面 釘ピッチ CN50@75）
壁倍率5.0倍（構造用合板 両面 釘ピッチ N50@150）
壁倍率7.0倍（構造用合板 両面 釘ピッチ CN50@75）
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■解析結果（一例）

• 面材端部ほど、釘の抵抗が大きい。

• いずれも最大荷重は、釘が最初に降伏に達する地点である。
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■解析結果（一覧）

D  (mm) E (N/mm2) L (mm) l 2.5 3.7 5.0 7.0

4500 148 1.12 1.23 1.31 1.63

3500 115 1.08 1.16 1.19 1.44

3000 99 1.05 1.13 1.13 1.32

4500 148 1.16 1.30 1.42 1.84

3500 115 1.10 1.22 1.26 1.57

3000 99 1.07 1.16 1.18 1.43

4500 148 1.22 1.39 1.60 2.19

3500 115 1.14 1.29 1.37 1.81

3000 99 1.10 1.21 1.25 1.62

5500 159 1.13 1.22 1.32 1.60

4500 130 1.09 1.18 1.21 1.46

3500 101 1.05 1.12 1.12 1.28

5500 159 1.17 1.28 1.44 1.81

4500 130 1.12 1.23 1.29 1.62

3500 101 1.07 1.16 1.17 1.39

5500 159 1.23 1.36 1.62 2.14

4500 130 1.16 1.30 1.42 1.86

3500 101 1.10 1.21 1.25 1.55

柱 壁倍率

9500

7000

5000

9500

120

105

7000

5000

• 増大率は、壁倍率が高いほど、柱の曲げ剛性が低いほど大きい傾向にある。
• 細長比(100～150程度の範囲）と増大率は線形の関係で分布している。
• 増大率は、1.05～2.20倍程度である。
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■その他の影響（一例）

面材の継ぎ目位置によって、増大率が変化

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0.1 1 10 100 1000 10000

Kry (kNm/rad.)

P
r

/P
0

柱の柱頭柱脚の固定度による、座屈荷重の変化
Ｔ型金物程度の回転剛性(10～20kNm/rad)程度の回転剛性
増大率は、1.2倍程度
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■面材による補剛効果の提案式

2.5 3.7 5.0 7.0 2.5 3.7 5.0 7.0

a 150 1.20 1.35 1.60 2.15 a 150 1.20 1.35 1.60 2.10

a 100 1.05 1.20 1.25 1.60 a 100 1.05 1.20 1.20 1.55

2.5 3.7 5.0 7.0 2.5 3.7 5.0 7.0

a 150 1.15 1.25 1.40 1.80 a 150 1.15 1.25 1.40 1.80

a 100 1.05 1.15 1.15 1.40 a 100 1.05 1.15 1.15 1.35

2.5 3.7 5.0 7.0 2.5 3.7 5.0 7.0

a 150 1.10 1.20 1.30 1.60 a 150 1.10 1.20 1.30 1.60

a 100 1.05 1.10 1.10 1.30 a 100 1.05 1.10 1.10 1.25

 D =105mm　　
E =9500N/mm2

壁倍率  D =120mm　　
E =9500N/mm2

壁倍率

 D =105mm　　
E =5000N/mm2

壁倍率  D =120mm　　
E =5000N/mm2

壁倍率

 D =105mm　　
E =7000N/mm2

壁倍率  D =120mm　　
E =7000N/mm2

壁倍率
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■試設計による検証

日本住宅・木材技術センターのHP5)よりダウンロード可能な「璧量等の基準（令和7年施行）設計支援ツール」を用いる。

柱の小径が面材の補剛効果を期待することで、115→100とすることができる
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各検討のまとめ



まとめ

筋交い耐力壁の静的実験に関する検討

・壁幅1.5Pの1段筋かいに対し、４種類の座屈補剛効果を実験的に確認した。筋かい交
差部を長ビスで補強する方法（補剛１）及び筋かい交差部を面材で補剛する方法
（補剛４）が有効であった。

・壁幅1Pの3段筋かいと1段筋かいの荷重変形関係及び特性値を比較した結果、3段筋か
い、１段筋かい共に壁倍率は(0.2/Ds)×Puまたは2/3Pmaxで決定した。また、3段筋
かい壁倍率は1段筋かいの75%～105%程度となった。

・壁幅1.5P、高さ5mの3段筋かい（筋かい交差部を2-PX8(L=110mm)で補剛）の静加力実
験を行い、壁倍率で5倍以上の性能を有することを確認した。3段筋かいと１段筋か
いのみかけの荷重変形関係の包絡線及び特性値を比較し、1段筋かいの結果は包絡線、
特性値ともに3段筋かいとよく一致していた。

令和６年度
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まとめ

面材耐力壁の検討

・高さ3mを超える高階高の耐力壁において、本仕様の実験結果はいずれも壁倍率換算で
7倍程度以上となることが確認された。

・釘間隔、ほぞ差し寸法、中桟寸法や接合部は中大規模グレー本及び学校JISで定められ
ている仕様を適用してよい。

・実験において柱の座屈は確認されず、面材大壁の柱断面を設計する際の座屈長さは鋼

構造座屈設計指針に準じてもよさそうである。
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まとめ

面材による柱座屈補剛効果の検討

• 面材による座屈補剛効果は、面材の壁倍率が大きいほど、柱高さが高いほど、柱のヤ
ング係数が小さいほど増大率は大きい傾向となった。

• 面材による座屈補剛効果は細長比に対して線形的に変化することを確認した。

• 面材による増大率を柱断面。柱のヤング係数、細長比、壁倍率をパラメータとして一
覧にまとめた。増大率は、1.05～2.10倍となった。

• 面材継ぎ目、幅、ヤング係数、柱本数、横架材への釘打ち、柱の面外回転剛性の影響
をそれぞれ分析した。低減方向として面材継ぎ目の影響が大きく、増大方向としては
柱の面外回転剛性の影響がそれぞれ大きく2割程度の影響が考えられる。

• 限られた適用範囲ではあるが、細長比、柱径、壁倍率によって、増大率を求めること
が可能な提案式を示した。本提案式には、面材継ぎ目による低減効果も暫定的に見込
んでいる。

• 試設計によって、提案式による増大率によって柱小径を抑えることが可能なことを具
体的に検証した。柱のヤング係数をE50からE95に上げることと7倍の壁倍率による補
剛効果は同程度の効果であった。
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